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        公布された規則のあらまし         

 

◇鳥取県会計規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

  公金の納付方法として、マルチペイメントネットワークを利用した決済サービスを導入することに伴い、所

要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

 (１) 納入通知書の送付を受けた納入者若しくは納付書の発行を受けた納入者又は電子申請を行った者は、現

金又は証券によらず、電気通信回線で接続した電子情報処理組織を利用する方法（以下「電子収納」とい

う。）により納付することができるものとする。 

 (２) 指定金融機関等が歳入金を収納することができる場合に、電子収納による納付があったときを加える。 

(３) 指定金融機関等は、知事又は出納機関の長から、口座振替に係る納入通知書、納付書若しくは磁気テー

プ等の送付若しくはその使用に係る電子計算機に納入通知書若しくは納付書の記載事項を記録した電磁的記

録の送信があったとき、又は電子収納により納付があったときは、領収証書の交付を要しないものとする。 

 (４) 指定代理金融機関又は収納代理金融機関は、電子収納により歳入金の納付を受けた場合には、収納した

現金を統轄店に納付することとする。 

 (５) マルチペイメントネットワークを利用した決済サービスの導入に伴い様式を改めるほか、所要の規定の

整備を行う。 

 (６) その他所要の規定の整備を行う。 

(７) 施行期日等 

ア 施行期日は、公布の日とする。ただし、(１)から(５)までに関する事項は、令和２年10月29日から適用

する。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 
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規 則 

鳥取県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年11月13日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第53号 

鳥取県会計規則の一部を改正する規則 

 

第１条 鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（納付の方法） 

第18条 略 

２ 略 

３ 第１項の規定にかかわらず、納入通知書の送付を

受けた納入者は、次の各号に掲げる方法により指定

金融機関等に納付することができる。 

(１) 指定金融機関等の現金自動預入払出兼用機を

利用した現金を納付する方法又は口座振替の方法 

 (２) 納入者の使用に係る電子計算機（携帯電話用

装置及び入出力装置を含む。）と指定金融機関等

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

使用する方法 

 

（口頭、掲示その他の方法による納入の通知に係る納

付の方法） 

第18条の３ 口頭、掲示その他の方法による納入の通

知を受けた納入者は、現金若しくは証券を会計管理

者、出納員若しくは分任出納員に納付し、又は納付

書に現金若しくは証券を添えて指定金融機関等に納

付しなければならない。 

２ 第15条第１項第４号に掲げる収入のうち、次に掲

げる申請等が行われた場合における当該申請に係る

ものについては、前項の規定にかかわらず、知事か

ら通知された納付に係る情報に基づき、第18条第３

項第２号に規定する方法により指定金融機関等に納

付することができる。 

 (１) 情報通信技術を活用した行政の推進等に関す

る法律（平成14年法律第151号）第３条第８号に

規定する申請等のうち、同法第６条第１項の規定

により電子情報処理組織を使用して行われるもの 

 (２) 鳥取県行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する条例第２条第６号に規定する申請等

（納付の方法） 

第18条 略 

２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（口頭、掲示その他の方法による納入の通知に係る納

付の方法） 

第18条の３ 口頭、掲示その他の方法による納入の通

知を受けた納入者は、現金若しくは証券を会計管理

者、出納員若しくは分任出納員に納付し、又は納付

書に現金若しくは証券を添えて指定金融機関等に納

付しなければならない。 
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のうち、同条例第３条第１項の規定により電子情

報処理組織を使用して行われるもの 

３ 第１項の規定にかかわらず、第15条第２項の納付

書の発行を受けた納入者は、第18条第３項各号に掲

げる方法により指定金融機関等に納付することがで

きる。 

 

（指定金融機関等の収納） 

第27条 指定金融機関等は、次に掲げる場合には、歳

入金を収納することができる。 

(１)～(４) 略 

(５) 第18条第３項又は第18条の３第２項若しくは

第３項に規定する方法（以下「電子収納」とい

う。）による納付があったとき。 

２ 指定金融機関等は、歳入金の納付を受けたとき

は、これを領収の上、領収証書を納入者に交付しな

ければならない。ただし、前項第４号及び第５号に

掲げる場合は、領収証書の交付を要しないものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 指定代理金融機関又は収納代理金融機関は、歳入

金の納付を受けたときは、収納金払込書（様式第10

号）及び収納金集計票（様式第11号）に、収納した

現金及び領収済通知書を添えて、知事が指定する指

定金融機関の店舗に納付しなければならない。ただ

し、第14条第１項ただし書の規定により送付された

磁気テープ等若しくは送信された納入通知書記録若

しくは鳥取県税条例施行規則第14条の２第２項の規

定により送付された磁気テープ等若しくは送信され

た納付書記録に係る歳入金の納付を受けた場合又は

電子収納による納付があった場合（収納代理金融機

関が株式会社ゆうちょ銀行である場合を除く。）に

は、収納した現金を統轄店に納付するとともに、電

子収納による納付があった場合を除き、当該磁気テ

ープ等に収納の状況を記録したもの（以下「収納記

録磁気テープ等」という。）を統轄店に送付し、又

は当該納入通知書記録若しくは納付書記録に収納の

状況を記録したもの（以下「収納状況記録」とい

 

 

 

 

 

 

 

（指定金融機関等の収納） 

第27条 指定金融機関等は、次に掲げる場合には、歳

入金を収納することができる。 

(１)～(４) 略 

 

 

 

２ 指定金融機関等は、歳入金の納付を受けたとき

は、これを領収の上、知事又は出納機関の長から第

14条第１項ただし書の規定による磁気テープ等の送

付若しくは納入通知書記録の送信又は鳥取県税条例

施行規則第14条の２第２項の規定による磁気テープ

等の送付若しくは納付書記録の送信があった場合を

除き、領収証書を納入者に交付しなければならな

い。ただし、知事又は出納機関の長から第14条第１

項ただし書の規定による納入通知書又は鳥取県税条

例施行規則第14条の２第２項の規定による納付書の

送付があった場合であって、あらかじめ納入者の承

諾を得たときは、領収証書の交付を要しないものと

する。 

３ 指定代理金融機関又は収納代理金融機関は、歳入

金の納付を受けたときは、収納金払込書（様式第10

号）及び収納金集計票（様式第11号）に、収納した

現金及び領収済通知書を添えて、知事が指定する指

定金融機関の店舗に納付しなければならない。ただ

し、第14条第１項ただし書の規定により送付された

磁気テープ等若しくは送信された納入通知書記録又

は鳥取県税条例施行規則第14条の２第２項の規定に

より送付された磁気テープ等若しくは送信された納

付書記録に係る歳入金の納付を受けた場合には、収

納金払込書に収納した現金を添えて統轄店に納付す

るとともに、当該磁気テープ等に収納の状況を記録

したもの（以下「収納記録磁気テープ等」とい

う。）を統轄店に送付し、又は当該納入通知書記録

若しくは納付書記録に収納の状況を記録したもの

（以下「収納状況記録」という。）を統轄店の使用

に係る電子計算機に送信しなければならない。 
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う。）を統轄店の使用に係る電子計算機に送信しな

ければならない。 

４～６ 略 

７ 統轄店は、第１項第３号の規定による歳入金の納

付を受けたときは、納付書又は払込書によりその所

属年度の歳入として整理しなければならない。 

８～10 略 

 

 

第29条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（支出の証拠書類） 

第140条 略 

２ 支出の証拠書類には、様式に応じて次の各号に掲

げる事項を附記しなければならない。 

(１) 略 

(２) 検査調書を添附する必要のないものは、検査

の年月日及び検査をした職員の氏名 

(３)～(５) 略 

３ 略 

 

 

第143条 削除 

 

 

 

（登記事項の訂正） 

第161条 帳簿の登記事項の訂正は、その訂正を要す

る部分に２線を引き、その上部に正書し、記帳責任

者が記名しなければならない。 

 

（出納員等の引継ぎ） 

第172条 略 

２ 出納機関の出納員又は資金前渡出納員は、前項の

規定により引継ぎをする場合においては、現金、書

類、帳簿及び帳票その他の物件について、引継目録

 

 

４～６ 略 

７ 統轄店は、第１項第３号の規定による歳入金の納

付を受けたときは、払込書によりその所属年度の歳

入として整理しなければならない。 

８～10 略 

 

（出納閉鎖後の収納方法） 

第29条 指定金融機関等は、出納閉鎖後に納入者から

過年度に属する納入通知書により歳入金の納付を受

けたときは、現年度の歳入としてこれを領収し、納

入通知書の欄外に「現年度歳入」の印を押さなけれ

ばならない。 

２ 指定金融機関等は、出納閉鎖後に納入者から過年

度に属する返納通知書（様式第29号）により返納金

の納付を受けたときは、現年度の歳入としてこれを

領収し、返納通知書の欄外に「現年度歳入」の印を

押さなければならない。 

 

（支出の証拠書類） 

第140条 略 

２ 支出の証拠書類には、様式に応じて次の各号に掲

げる事項を附記しなければならない。 

(１) 略 

(２) 検査調書を添附する必要のないものは、検査

の年月日及び認印 

(３)～(５) 略 

３ 略 

 

（証拠書類の割印） 

第143条 証拠書類の作成は、書類が２枚以上にわた

るときは、その認印をもって割印しなければならな

い。 

 

（登記事項の訂正） 

第161条 帳簿の登記事項の訂正は、その訂正を要す

る部分に２線を引き、その上部に正書し、記帳責任

者の印を押さなければならない。 

 

（出納員等の引継ぎ） 

第172条 略 

２ 出納機関の出納員又は資金前渡出納員は、前項の

規定により引継ぎをする場合においては、現金、書

類、帳簿及び帳票その他の物件について、引継目録
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を作成しなければならない。この場合において、歳

入表、歳出表、歳入歳出外現金整理表及び現金出納

計算書（様式第39号）又は前渡資金出納計算書を引

継目録に添付し、帳簿については発令の日の最終記

帳をもって合計額を記入し、引継目録及び帳簿に引

継年月日を記載のうえ、引継ぎの当事者がこれに連

署し、後任者が保管しなければならない。 

３～５ 略 

 

を作成しなければならない。この場合において、歳

入表、歳出表、歳入歳出外現金整理表及び現金出納

計算書（様式第39号）又は前渡資金出納計算書を引

継目録に添付し、帳簿については発令の日の最終記

帳をもって合計額を記入し、引継目録及び帳簿に引

継年月日を記載のうえ、引継ぎの当事者がこれに連

署押印をし、後任者が保管しなければならない。 

３～５ 略 

様式第29号（第89条関係） 

 略 
 

様式第29号（第29条、第89条関係） 

 略 
 

第２条 鳥取県会計規則の一部を次のように改正する。 

  様式第１号、様式第２号、様式第６号、様式第10号、様式第29号、様式第41号及び様式第42号の２を次のよ

うに改める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条の規定による改正後の鳥取県会計規則第18条、第18条

の３及び第27条の規定並びに第２条の規定による鳥取県会計規則様式第１号、様式第２号、様式第６号、様式

第10号及び様式第29号の規定は、令和２年10月29日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正前の鳥取県会計規則様式第１号、様式第２号、様式第６号、様式第10号、様式第29号、様式第41号及び

様式第42号の２は、改正後の鳥取県会計規則の規定にかかわらず、当分の間、なお使用することができる。 

 


